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Ⅰ 指針の策定にあたって

 

１ 指針策定の理由 

 

本市では、約３，２００人、５０カ国以上（※１）の外国人が居住しています。在勤・在学

等の外国人を含めると、更に多くの外国人が暮らしていることになります。 

従前から、本市の歴史的経緯（※２）から、韓国・朝鮮籍の人が本市の外国人人口の多くを

占めており、これまで、「伊丹市内なる国際化推進基本指針」（平成８（１９９６）年１月）

や、「人権教育のための国連１０年伊丹市行動計画」（平成１３（２００１）年１０月）、「伊

丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針」（平成２２（２０１０）年１０月）などにより、

韓国・朝鮮籍の人をはじめとした外国人の人権尊重や、共生社会の実現に向けた施策を推

進してきました。 

近年では、住民基本台帳上の韓国・朝鮮籍の人口は減少傾向にあるものの、現在も本市

の外国人人口の半数以上を占め、一方で、社会経済のグローバル化の進展に伴い、その他

の国の在住外国人が、本市の外国人人口の半数近くにまで増加し、その国籍も多様化しつ

つあります。 

国においては、少子高齢化による国内の労働力不足を背景に、外国人材の受入れを拡大・

強化する施策が展開され、日本で生活する外国人は年々増加しており、グローバル化の進

展と併せ、本市においても、外国人の増加と多国籍化が更に進むものと予測されます。 

外国人の増加と多国籍化に伴い、外国人に対する情報提供やコミュニケーションの問題、

文化や習慣の違いなどから生じる、地域社会での生活上の問題など、行政課題や市民ニー

ズも一層多様化することとなり、きめ細かな配慮や支援が必要となってきています。 

そこで、施策を進めるに当たっての目標や基本的な視点、施策の方向性を示し、職員で共

有するため、「伊丹市内なる国際化推進基本指針」の人権尊重の理念（※３）を引き継ぎながら、

昨今の状況を踏まえた今日的な指針として、本指針を策定し、外国人と日本人が互いのア

イデンティティを認め合い、対等な関係で、同じ地域社会の一員として共に生き、安心して

暮らせる多文化共生のまちの実現を目指そうとするものです。 

 

（※１）令和２（２０２０）年３月現在３,２５１人 ５３カ国（住民基本台帳法におけ

る外国人人口） 
 
 

（※２）昭和５（１９３０）年から１２（１９３７）年頃にかけての大阪第二飛行場（現

大阪国際空港）の建設工事に多くの朝鮮人労働者が従事していたこと等 
  
 

（※３）外国人と日本人は、等しく同じ地域で生活する住民であり、民族的偏見や差別

意識が解消され、全ての外国人の人権を尊重した、「共に生きる」まちづくりの推

進 
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用語 

〇外国人とは 

本指針の「外国人」は、広く、在住、在勤、在学等、伊丹市で生活をしている外国 

      籍の人を指します。 

また、日本国籍を取得した人、戦前・戦後に日本に引き揚げてきた人、親が外国籍 

である子どもなど、国籍は日本であっても外国籍の人と同様の課題を抱えている場合 

があることから、これらの人々も視野に入れたものとします。 

〇多文化共生とは 

総務省の報告書では、「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的な違いを認 

      め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと」

と定義されています。（「多文化共生の推進に関する研究会の報告書」 2006 年 3月） 

 

 

２ 指針策定に関する国等の動き 

 

社会経済情勢のグローバル化の進展に伴う外国人労働者、留学生等の増加などで、多く

の外国人が日本で生活するようになり、全国的にも日本人と外国人との多文化共生の更な

る推進が課題となっています。 

国においては、平成１８（２００６）年に、地域における多文化共生の取組についての考

え方を示した「地域における多文化共生推進プラン」や、外国人と日本人が同様の公共サ

ービスを享受するための総合的対応策をとりまとめた「生活者としての外国人に関する総

合的対応策」が策定されました。 

平成２９（２０１７）年には、全国の多文化共生の優良な取組をまとめた「多文化共生事

例集」が作成・周知されました。 

平成３０（２０１８）年１２月には、労働関係の新たな在留資格を設けた改正入管法（※）

の施行を前に、５年間で約３５万人の外国人の受入れを見込み、日本で生活する外国人の

増加への対応として、共生のための取組をまとめた「外国人材の受入れ・共生のための総

合的対応策」が策定されました。令和元（２０１９）年６月には、多様な文化を尊重した活

力ある共生社会の実現を目的とする「日本語教育の推進に関する法律」が制定され、日本

語教育の推進に関する施策の実施が市の責務として明記され、同法に基づく日本語教育推

進のための国の基本方針が令和２（２０２０）年６月に閣議決定されるなど、多文化共生

に向けた取組がますます進められようとしています。 

なお、平成２７（２０１５）年に、国連総会で採択された、「持続可能な開発のための２

０３０アジェンダ」において、持続可能でよりよい世界を目指す２０３０年までの国際目

標として、「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）が掲げられ、国においても２０１６年（平成

２８年）にＳＤＧｓ実施指針が決定されました。「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの

理念は、本市の多文化共生の目指す方向とも一致します。 

 

（※）出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（令和元年法律第４８号） 
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３ 指針の位置づけ 

 

本指針は、本市が多文化共生社会の実現を総合的に進めるに当たっての、目標や基本的 

 視点、施策の方向性を示すガイドラインです。 

本市における外国人の増加・多様化は、市民の異文化への理解力・受容力の向上と、多様

な市民による、まちの活力と豊かさの向上をもたらすものです。このことを念頭に、本指

針は、誰もが生き生きと暮らせる多文化共生社会を実現し、将来の世代へこれを引き継ぐ

ことを目指して、本市の外国人を取り巻く状況や多文化共生の進展状況や、ＳＤＧｓの理

念等を全庁的に共有し、持続的な多文化共生施策の推進を図ろうとするものです。 

 

 

４ 指針の見直し 

 

本指針は、外国人を取り巻く状況等の変化を考慮し、必要に応じて適時見直すものとし 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

Ⅱ 本市の現状と課題 

  

１ 本市の在住外国人の状況 

 

（１）外国人の人口と国籍数の推移               

  

 

  

 

    

本市の外国人人口は微増傾向にあり、国籍は多様化しています。 

 

 

（２）国籍別人口の推移（上位５カ国と、その他の国）       (単位：人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

平成２０（２００８）年３月末時点では、在住外国人３,４５４人のうち韓国・朝鮮

籍の人が２，４２５人と約７０％を占めていましたが、令和２（２０２０）年３月現在

では、１，７４９人、５３.８％と、その人口は年々減少しています。一方、その他の

国の外国人数が増加しており、全体の半数を占めつつあります。特に、ベトナム籍の増

加が顕著で、中国、フィリピン、ブラジル籍は横ばいとなっており、その他の国の外国

人が増加し、多国籍化しています。 

 

 

 

 

 

 

 
H27.3 末 H28.3 末 H29.3 末 H30.3 末 H31.3 末 R2.3 末 

H27.3 末と 

R2.3 末比較 

人数(人) 3,091 3,050 3,035 3,073 3,137 3,251 +160 

国籍数 41 45 42 45 51 53 +12 

国籍 H27.3 末 H28.3 末 H29.3 末 H30.3 末 H31.3 末 R2.3 末 
H27.3 末と 

R2.3 末比較 

韓国・朝鮮 2,052 1,977 1,909 1,864 1,805 1,749 ‐303 

中国 552 530 517 508 507 542 ‐10 

ベトナム 64 98 171 226 338 426 +362 

フィリピン 88 84 81 87 80 84 ‐4 

ブラジル 75 69 68 63 62 65 ‐10 

その他 

()内はその他

の国の国籍数 

260 

(36） 

292 

(40） 

289 

(37） 

325 

(40） 

345 

(46） 

385 

(48） 

+125 

（+12） 
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（３）在留資格別人口の推移                     (単位：人) 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

    韓国・朝鮮籍の人が多くを占める特別永住者が減少し、これ以外の在留資格者数は

概ね増加しています。特に技能実習は、令和２（２０２０）年３月時点で、平成２７

（２０１５）年３月時点の約３倍に増加し、また、改正入管法による新たな在留資格

者（特定技能）も初めて認められ、その他の在留資格も含め、本市でも、多様な在留資

格の外国人が増加していくことが予想されます。 

 

２ 多文化共生・外国人施策の現状等 

 

（１）多文化共生・外国人施策の現状 

本市の主な多文化共生・外国人関係施策は、次のとおりです。 

〔行政評価（令和２（２０２０）年度事前評価）より抜粋〕 

      

① 多文化共生 

〇 外国人向けの情報提供 

市ホームページの多言語化、外国人生活ガイドブックの作成、「やさしい日本語」（※） 

や多言語によるリーフレット・看板の作成などによる、外国人への情報提供 

 

（※）普通の日本語より簡単で、外国人にわかりやすいように配慮した日本語 

                   （例：土足厳禁→くつをぬいでください） 
 

〇 日本語教室の開催 

市民団体と連携して、ボランティア講師等による外国人向け日本語教室を開催 
 
〇 多文化共生事業の企画運営 

市民と協働で、多文化意識の啓発、外国人との交流、異文化体験等ができるイ 

在留資格 H27.3 末 H28.3 末 H29.3 末 H30.3 末 H31.3 末 R2.3 末 
H27.3 末と 

R2.3 末比較 

特別永住者 1,930 1,861 1,794 1,756 1,699 1,645 -285 

永住者 602 611 605 628 649 638 +36 

技能実習 128 124 185 218 280 371 +243 

技術・人文知識・国際業務 53 63 81 105 113 153 +100 

日本人の配偶者等 114 109 102 97 95 112 -2 

家族滞在 65 71 86 83 72 95 +30 

留学 30 46 30 22 67 71 +41 

定住者 68 55 51 54 54 56 -12 

永住者の配偶者 29 31 32 36 40 40 +11 

技能 37 36 37 37 31 34 -3 

特定技能 1号 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 5 +5 

その他（※） 35 43 32 37 37 31 -4 

(※) 宗教、教育、企業内転勤、興行、経営・管理、特定活動、高度専門職 1号ロ、経過滞在者 
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ベントを実施 

 

〇 外国人の生活相談等の支援 

外国人の生活相談の支援のほか、通訳機器等を用いて各課の外国人相談を支援 
   

〇 関係市民団体の支援 

      市民団体の主体的な活動による、多文化共生、異文化理解、国際交流等の事業

実施を支援 
 

〇 姉妹都市・友好都市との交流 

国際姉妹・友好都市（ハッセルト市（ベルギー）・佛山市（中国））との交流事 

業を通して、市民の多文化意識や国際感覚を醸成 
 

〇 在日外国人就学補助事業 

在日外国人学校に通学・通園する児童生徒の保護者に対し就学補助金を交付 
 

〇 外国人児童生徒等受入事業 

日本語指導や適応指導を必要とする外国人児童生徒等への適応指導員の派遣 

 

    ② 福祉 

〇 中国残留邦人等支援事業 

中国残留邦人への支援金の支給、支援相談員の配置、日本語教室の開催等 
 

〇 高齢者特別給付金支給事務 

制度上老齢年金を受給できない外国人に対し給付金を支給 
 

〇 障害者特別給付金支給事務 

在日外国人で制度上障害年金を受給できない人に対し給付金を支給 

 

   ③ 教育 

〇 グローバル化に向けた英語教育推進事業 

児童生徒の英語コミュニケーション能力向上等、英語教育を推進 

 

（２）本市が把握している課題 

  本市はこれまで、「伊丹市内なる国際化推進基本指針」の策定以降、社会情勢や外国人

状況の変化に伴い、施策を実施する中、「第５次総合計画」や「人権教育・啓発推進に関

する基本方針」にその理念や施策の方向性を引き継ぎ、外国人の人権が尊重された、多

文化共生のまちづくりを推進してきました。 

   このような中、現在、次のような事項を課題として認識しています。 

まず、韓国・朝鮮籍の方々を始めとする歴史的経緯を有する外国人に対する偏見・差別

の解消です。主に韓国・朝鮮籍の方の民族的な偏見・差別の解消については、これまで人

権施策として取り組んできましたが、今なお、偏見や差別的言動が見られ、また、その不

安から本名ではなく通名を名乗らざるを得ない方がおられる状況が残っています。また、

その他の外国人についても、相互理解の不足から、偏見・差別が生じることがあります。

これら偏見や差別意識を解消するため、人権施策として更なる人権教育・啓発や、多文化

共生施策として異文化理解・交流を推進していくことが必要です。 



7 

 

また、外国人の増加や多国籍化に伴い、日本語や日本文化に慣れていない外国人が自

立して暮らせるよう、日本語学習や分かりやすい情報提供、相談支援、行政サービスの提

供等、必要な生活支援の充実を図り、多様化に応じたきめ細かな支援が必要です。 

更に、外国人が日本人と等しくまちづくりに参加でき、地域と繋がり孤立することの

ないよう、多様な交流の機会や相互理解を促進する必要があります。 
 

（３）外国人対応に関する庁内アンケート 

令和元（２０１９）年９月に、行政窓口等での外国人への対応の現状や課題を把握す 

るため、全部局を対象にアンケートを実施しました。 

  各課が実施している外国人対応としては、「やさしい日本語」等を用いたリーフレッ

ト、掲示物等の作成、通訳機器や「やさしい日本語」による窓口等での外国人対応など

が多くあげられました。 

    今後の課題としては、通訳や翻訳について、通訳機器等の充実を図る必要があると

いった意見や、窓口対応等のために、「やさしい日本語」の研修を継続実施してほしい

といった意見がありました。 

    市役所は、外国人にとっても生活に必要な行政サービスを担う窓口であり、アンケ

ート結果からも外国人との円滑なコミュニケーションや情報提供等の更なる充実が重

要であると考えられます。 

 

３ 「多文化共生に関するアンケート」から見た現状 
 

内部指針として、国の「地域における多文化共生推進プラン」に沿って本指針を策定す

るに当たり、本市が既に把握している課題以外に、近年の外国人状況の変化による、本市

がこれまで把握していない新たな課題や実情を把握し、指針策定の参考とするために、令

和元（２０１９）年１０月から令和２（２０２０）年１月にかけて、「伊丹市多文化共生に

関するアンケート」を実施しました。  

外国人当事者については、比較的新しく日本に来られた外国人を中心として、日本語教 

室に通っている外国人や市内の企業で働いている外国人、留学生等に対し、外国人向けア

ンケートを依頼し、来日、1 年以内から５年と比較的在留期間が短い方を中心に、中には、２

０年以上と長い方まで、幅広い在住歴の、１０カ国程の国籍の方々１０５人からの回答を得ま

した。 

また、主に、比較的新しく日本に来られた外国人と直接・間接に関わりや交流等がある、 

又はあると思われる団体・個人（※）を中心に実施したアンケートでは、６７６人中４８４人

から回答を得ました（７１．６％）。 

その他、市内の外国人を雇用している（雇用予定を含む。）事業者に対し、事業者向けの

アンケートを依頼しました。 
   

（※）伊丹ユネスコ協会員、伊丹市国際・平和交流協会員、日本語ボランティア講師、自治会長、

小・中・高・特別支援学校、市内大学、伊丹朝鮮初級学校、ＰＴＡ、適応指導員、伊丹市社会福

祉協議会、伊丹市医師会・薬剤師会・歯科医師会、ハローワーク、行政書士会、不動産協会等 



8 

 

（１）関係者アンケートの調査結果 

   

＜図１＞あなたは現在、市内の外国人（在住・在勤・在学、永住者の方など）と、 

どれくらい関わりがありますか。【複数回答可】 

 

  
                      

       

 

 

 

 

 

 

＜図２＞あなたはこれまでに、外国人との関わりの中で何か困ったことがありました 

か。 

        

   

 

 

 

 

1.9%

8.1%

11.2%

14.7%

14.9%

18.4%

19.0%

57.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

4.8%

32.2%

63.0%

0.0% 50.0% 100.0%

23.1%

76.9%

0.0% 50.0% 100.0%

外国人を見かける程度 

仕事や職場等(学校)で話す 

外国人の友人がいる 

地域活動・行事等で、話や一緒に活動をする 

近所に住む外国人と挨拶をする 

習い事や趣味の活動・サークル等で付き合いがある 

その他 

無回答 

 

全体：484人 

ない 

ある 

無回答 

言葉が通じなかった 

その他 

 

全体：484人 

「外国人を見かける程度」と「無回答」を除く、外国人と何らかの関わりがあると回答し 

た人は、複数回答をしている人が多く、いくつかの場面において、外国人と関わりを持ってい

るという結果になりました。一方、「外国人を見かける程度」（57.2％）と回答した人が最も多

かったことから、外国人と直接的な関わりを持っていない人が依然として多いことがうかがえ

ます。 

（あると答えた人はその理由） 

困ったことがあると答えた人の

76.9％が言葉の問題によるものでし

た。また、「その他」と答えた人は、習

慣や文化の違いや日本のマナー・ルー

ルを守らないことなどを理由にあげ

ていました。 

外国人が日本語を学ぶことや、日本

人が「やさしい日本語」について学ぶ

こと、外国人が日本の習慣、文化等を

理解することが重要であると考えら

れます。 

全体：156人 
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＜図３＞現在、伊丹市には 3,200 人以上、約 50ヵ国の国籍の外国人が暮らしてい 

ますが、あなたは伊丹市に住む外国人が多くなったと感じますか。 

            

 

 

 

 

 

 

 

＜図４＞現在、伊丹市は外国人市民にとって住みやすいまちだと思いますか。 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.7%

16.9%

32.2%

47.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

4.3%

28.9%

2.1%

14.7%

17.1%

32.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

少し感じる 

特に何も感じない 

かなり感じる 

無回答 

どちらかと言えばそう思う 

あまりそう思わない 

そう思う 

そう思わない 

わからない 

無回答 

全体：484人 

「かなり感じる」（16.9％）と「少し感じる」（47.1％）合わせて 64.0％と、伊丹市で暮らす外

国人が増えていると感じている人は多い結果となりました。伊丹市の外国人数の微増傾向や国

籍等の多様化の影響によるものであると考えられます。 

全体：484人 

「そう思う」（14.7％）と「どちらかと言えばそう思う」（32.9％）合わせて 47.6％と、「そう

思わない」（2.1％）と「あまりそう思わない」（17.1％）を合わせた 19.2％を上回りました。 

「そう思う」・「どちらかと言えばそう思う」の理由は、伊丹市の利便性や生活環境の良さ等に

関するものが最も多く、次いで、外国人支援に関するものが多い結果となりました。「そう思わ

ない」・「あまりそう思わない」の理由は、多言語表記などの言葉の面での対応が不十分であると

いうものが多く、次いで、交流やコミュニケーションの機会や意識が不足しているというものが

多い結果となりました。 
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＜図５＞外国人に対する偏見や差別の有無について。 

       

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図６＞今後、地域に住む外国人が増えることをあなたはどのように思いますか。 

【回答は３つまで】 

                    

 

 

 

 

 

 

 

2.1%

25.0%

34.3%

38.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1.2%

6.2%

5.2%

26.2%

27.5%

46.9%

50.4%

51.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

あると思う 

ないと思う 

わからない 

無回答 

 

外国の言葉や文化を知る機会が増えて望ましい思う 

地域に多様性が出て望ましいと思う 

地域で外国人と交流できる機会が増えて望ましいと思う 

習慣や文化等で違いがあり、不安を感じる 

地域経済を支えてもらう力になると思う 

その他 

特に何も思わない 

無回答 

 

全体：484人 

偏見や差別は「あると思う」（38.6％）と答えた人が、「ないと思う」（34.3％）を上回る結果と

なりました。「わからない」（25.0％）と答えた人の理由として、当事者（外国人）ではないのでわ

からないという意見が多くありました。偏見・差別が「ある」と答えた人の理由としては、韓国・

朝鮮人をはじめアジアの人に対する偏見・差別や、言葉・生活習慣・考え方の違いから生じる偏

見・差別がありました。人権意識の啓発や相互理解の促進など、偏見・差別の解消に向けた継続的

な取組が必要であると考えられます。 

 

全体：484人 

「外国の言葉や文化を知る機会が増えて望ましいと思う」（51.0％）、「地域に多様性が出て望ましい

と思う」（50.4％）、「地域で外国人と交流できる機会が増えて望ましいと思う」（46.9％）と肯定的な

意見が多い結果となりました。その一方で、「習慣や文化等で違いがあり、不安を感じる」（27.5％）

と、4人に 1人は不安を感じているという結果になりました。外国人と日本人が相互に理解し合うこと

で、不安を解消していく必要があると考えられます。 



11 

 

＜図７＞「多文化共生のまちづくり」のために日本人市民がしたらいいと思うことは、 

何ですか。【回答は３つまで】     

                  

 

 

 

 

 

＜図８＞「多文化共生のまちづくり」のために外国人市民がしたらいいと思うことは、 

何ですか。【回答は２つまで】 

 

      
 

 

 

 

3.9%

2.7%

2.5%

5.2%

30.2%

34.3%

43.4%

57.9%

59.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

3.7%

0.4%

1.0%

2.5%

17.1%

31.8%

33.3%

53.3%

61.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

 

外国人が地域の交流の場やイベント（夏 

祭り等）に参加できるように声をかける 
 

地域の外国人にあいさつ 

する等気軽に声をかける 
 

外国人に避難訓練や地域清掃など 

   地域活動への参加を呼びかける 
   

   外国の言葉や文化を学ぶ 
 

外国人とのコミュニケーションが取れるよ 

うに、英語や「やさしい日本語」を学ぶ 
 

その他 

 

わからない 

 
特にない 

 

無回答 

 
 

 

日本の法律、習慣、生活ルール等を知る 

地域住民との交流や地域の活動に参加する 

日本語や日本の文化を学ぶ 

生活の中で困ったこと等を気軽に 
近所の人や周りの人に相談する 

 

日本人市民に自分の国の言葉や文化を紹介する 

その他 

特にない 

わからない 

無回答 

全体：484人 

「地域の交流の場やイベントに参加できるように声をかける」（59.1％）が最も多く、「あいさつす

るなど気軽に声をかける」（57.9％）が次いで多い結果となりました。多文化共生のまちづくりのため

には、外国人と日本人が知り合い、交流する中で関係性を深めていくことが重要であることが考えら

れます。 

全体：484人 

 「日本の法律、習慣、生活ルール等を知る」（61.4％）が最も多く、次いで「地域住民との交流や地

域の活動に参加する」（53.3％）が多い結果となりました。外国人に日本の習慣・文化等を理解しても

らうことや、地域等で交流を行うことで外国人と日本人が相互に関係性を深めることが重要であると

考えられます。 
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＜図９ ＞「多文化共生のまちづくり」のために伊丹市がしたらいいと思うことは、何 

ですか。【回答は３つまで】 

                  

 

 

 

 

 

 

＜図 10＞これまでに、自治会の区域において、外国人に関して、どのような話や出来事 

がありましたか。【複数回答可】（※）自治会長に対してのみの設問 

                          

 

 

 

 

4.8%

1.0%

0.6%

3.9%

28.3%

33.5%

33.5%

39.5%

42.8%

50.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

4.9%

19.4%

50.7%

10.4%

6.3%

9.0%

11.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

定期的に外国人と交流できる機会を設ける 

外国人が生活するため十分な日本語 

を学べるよう、日本語教室を充実 

行政の情報を英語や「やさしい日本語」で提供する 

外国の文化、生活、習慣等の紹介をする 

外国の文化を知ることができるイベントを実施する 

外国人への偏見・差別をなくすために、啓発をする 

その他 

特にない 

  わからない 

無回答 

文化、習慣の違いなどからくるトラブル 

（ゴミの出し方が違う等） 
 

地域の清掃や防災訓練など、地域での生活に密着した行

事・活動に、外国人市民の参加を呼びかける話が出た 
 

地域の夏祭りなど市民が交流できる行事に、 

外国人市民の参加を呼びかける話が出た 
 

その他 
 

 

特にない 

  

わからない 

 

無回答 

 

 

全体：484人 

 「外国人と交流できる機会を設ける」（50.4％）が最も多く、次いで「日本語教室の充実」

（42.8％）、「多言語・やさしい日本語での情報提供」（39.5％）が多い結果となりました。市は、外国

人と日本人の交流の機会や日本語学習の機会の充実、外国人が理解しやすい情報提供等に努める必要

があると考えられます。 

全体：144人 

自治会長への質問として、各自治会内での出来事は、「特にない」（50.7％）が半数を占めました。また、

「文化、習慣の違いなどからくるトラブル」も 11.8％ありましたが、地域行事等へ参加の呼びかけなど、

何らかの形で交流しようという意識も見られました（15.3％）。誰もが生活しやすいまちづくりのために、

市が、外国人と日本人の相互理解の促進等を支援する必要があると考えられます。 
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（２）外国人アンケート調査結果  

 

 日本語教室に通っている外国人や市内の企業で働いている外国人、市内大学の留学生 

等に対して、外国人向けアンケートを実施しました。 

なお、アンケートに協力をしていただいた１０５人中７６人は日本語教室（中国残留

邦人支援団体の日本語教室を含む。）に通っている外国人であり、そのことが一部の回答

結果に影響を与えていると思われる設問があります。また、設問をできるだけ外国人に

わかりやすい日本語で記載しています。 

 
 

＜図１＞生活に必要な情報をどこから取っていますか。【複数回答可】 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0%

3.8%

2.9%

9.5%

12.4%

12.4%

31.4%

32.4%

41.9%

41.9%

44.8%

53.3%

62.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

インターネット 

日本語教室 

日本人の友だち・知り合い 

仕事で話す人 

日本にいる外国人の友達・知り合い 

テレビ・ラジオ 

Facebook や Twitter 等の SNS 

日本語の新聞・雑誌 

市の広報 

住んでいる地域・まちの人 

市のホームページ 

その他 

無回答 

全体：105人 

「インターネット」（62.9％）からの情報入手が最も多い結果となりましたが、「日本語教室」

（53.3%）、「日本人の友だち・知り合い」（44.8％）「仕事で話す人」（41.9％）と日本人から情報

を得ている人が多い結果となりました。外国人と日本人との交流が進み関係性が深まることで、

外国人が必要な情報を入手しやすくなることが見込まれます。 
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＜図２＞普段の生活に必要な情報はどれですか。 

 

            
 

 

 

 

 

 

 

＜図３＞外国人だからいやな思いをする（偏見や差別を感じる）ことはありますか。 

  

                 

  

 

 

 

 

 

 

0.0%

7.6%

1.0%

16.2%

36.2%

37.1%

41.0%

45.7%

45.7%

46.7%

64.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

3.8%

2.9%

13.3%

18.1%

22.9%

39.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

日本語の勉強 

ごみの出し方等地域のルール 

病院や薬のこと 

地震や大きな災害が起きたときどうするか 

税金・年金・保険 

日本人との交流 

仕事に関すること 

子育てや教育のこと、学校のこと 

その他 

特にない 

無回答 

 

あまりない 

ときどきある 

全くない 

わからない 

よくある 

無回答 

全体：105人 

全体：105人 

「よくある」（2.9％）、「ときどきある」（22.9％）合わせて 25.8％と、4人に 1人が偏見や差

別を感じているという結果になりました。偏見・差別の解消に向けた継続的な取組が必要です。 

「日本語の勉強」（64.8％）が最も多く、次いで、「ごみの出し方等地域のルール」（46.7％） 

「病院や薬のこと」・「地震や大きな災害が起きたときどうするか」（45.7％）という結果になり

ました。日本語学習の機会や生活ルール、病気や災害への対応等の需要が高く、これらについて

の情報提供や支援の必要性が高いことがうかがえます。 
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＜図４＞差別や偏見を感じるときはどんなときですか。【複数回答可】 

  （※）＜図３＞で「よくある」、「ときどきある」と答えた方のみの設問 

 

                

 

 

 

＜図５＞困ったことや心配なことがあったとき、誰に相談しますか。【複数回答可】 

      

                 

 

 

 

 

7.4%

18.5%

11.1%

11.1%

14.8%

22.2%

25.9%

37.0%

40.7%

44.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1.0%

1.9%

4.8%

4.8%

11.4%

11.4%

18.1%

20.0%

21.9%

25.7%

37.1%

41.0%

41.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

電車やバスに乗っているとき 

仕事をしているとき 

近所の人との付き合いの中で 

市役所などで手続きをするとき 

日本人の友人などと話しているとき 

学校など、教育の場で 

自分や家族が結婚するとき 

家を探すとき 

その他 

無回答 

職場の人 

日本語教室の先生 

日本人の知り合い 

日本人以外の外国人の知り合い 

日本にいる母国の家族や知り合い 

母国にいる家族や親せき 

日本人の家族や親せき 

学校の先生 

市役所 

自分が住んでいる地域・まちの人 

その他 

相談する人がいない 

無回答 

全体：27人 

全体：105人 

「職場の人」（41.9％）、「日本語教室の先生」（41.0％）、「日本人の知り合い」（37.1％）と身

近にいる日本人に相談をしている人が多い結果となりました。外国人と日本人との交流が進み関

係性が深まることは、外国人が身近に相談できる人が増え、安心して暮らせることに繋がりま

す。 
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＜図６＞次のうち、参加したことがある活動（イベント）【複数回答可】 

                               

               

 

 

 

 

 

 

＜図７＞あなたが今、必要なことはどれですか。【複数回答可】 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

7.6%

23.8%

7.6%

14.3%

18.1%

18.1%

23.8%

41.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

6.7%

15.2%

5.7%

12.4%

26.7%

29.5%

41.0%

44.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

地域の交流イベント（夏祭り等） 

学校などのイベント 

掃除や草刈り等、まちをきれいにする集まり 

趣味などのサークル活動 

地域の防災訓練 

その他 

参加したことがない 

無回答 

日本人とのコミュニケーション 

日本の文化やマナー、ルールを知ること 

自分と同じ国の人たちとのつながり 

日本人に、自分の国の文化やルールを知ってもらうこと 

外国人とのつながり 

その他 

特にない（必要と思わない） 

無回答 

全体：105人 

「参加したことがない」（23.8％）と 4人に 1人に近い人が、どの活動にも参加したことがな

いものの、「参加したことがない」と無回答の人を除いた約 7割の人は何らかの活動に参加をし

たことがあることがわかりました。 

全体：105人 

「日本人とのコミュニケーション」（44.8％）、「日本の文化やマナー、ルールを知ること」

（41％）が上位となりました。日本人とのコミュニケーションが持てる機会・関係づくりや、外

国人が日本の文化、習慣等を理解することができる情報提供や機会づくりが必要であると考えら

れます。 



17 

 

＜図８＞あなたの日本語能力についておしえてください。 

              

 

               

＜図９＞外国の人が生活しやすい伊丹市になるために、どれがあればいいですか。 

    【複数回答可】 

                     

 

 

 

 

 

 

4.8%

1.9%

2.9%

38.1%

43.8%

8.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

8.6%

2.9%

2.9%

33.3%

41.0%

11.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

5.7%

1.0%

12.4%

33.3%

41.9%

5.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

6.7%

1.9%

5.7%

34.3%

46.7%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

15.2%

4.8%

13.3%

19.0%

30.5%

37.1%

40.0%

43.8%

45.7%

46.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

日本語にふりがなをふる、簡単な日本語で情報を言う 

日本語を勉強できるチャンスを増やす 

病院やクリニックでの通訳 

地震が起きたときなどの情報や逃げるときの助け 

外国人が困っていることを話すことができるところ 

日本人と交流できるところ 

外国人同士が交流できるところ 

英語などの外国語で情報を言う 

その他 

特にない（必要と思わない） 

日本人と同じくらい 

日常会話 

簡単な会話 

単語 

ほとんどできない 

無回答 

日本人と同じくらい 

日常会話 

ゆっくり話す 

単語 

ほとんどできない 

無回答 

日本人と同じくらい 

日常会話 

簡単な会話 

単語 

ほとんどできない 

無回答 

日本人と同じくらい 

簡単な漢字・カタカナ 

カタカナ・ひらがな 

ひらがな 

ほとんどできない 

無回答 

書く 読む 

話す 聞く 

全体：105人 

「日本語にふりがなをふる、簡単な日本語で情報を言う」（46.7％）が最も多く、英語などの外

国語で情報を言う」（13.3％）の多言語対応を上回る結果となりました。次いで、「日本語を勉強で

きるチャンスを増やす」（45.7％）と日本語学習に関すること、「病院やクリニックでの通訳」

（43.8％）、「地震が起きたときなどの情報や逃げるときの助け」（40.0％）と緊急時や災害時のこ

とが続きました。市が、「やさしい日本語」の活用や普及啓発、日本語学習の充実、災害時等への

備えに関する施策を実施する必要性が高いことが考えられます。 
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（３）市内事業者アンケート調査結果  

 

  外国人労働者を雇用する事業所の現状と課題を把握するため、外国人を雇用してい

る（雇用予定を含む。）ことが把握できた市内６事業者に対し、アンケートを実施しま

した。 

結果の概要としては、まず、「外国人の従業員に関して抱えている課題は何か」との

問いには、日本人と外国人の文化や習慣の違い、相互理解の不足、言葉の問題（コミュ

ニケーションができない、日本語能力が向上しない）などの課題があげられました。外

国人をこれから雇用する予定の事業者からは、外国人雇用に関するマニュアル作成、

フォロー体制、職員研修等、様々な面で課題があるとの回答がありました。 

   「外国人従業員から相談を受けることがあるか」との問いには、生活全般（住宅契

約、病院の利用方法、ガス・水道等のトラブル、家電修理、保険制度、税金、買い物、

携帯電話、銀行など）の相談が寄せられていることがわかりました。 

   「外国人従業員に対する支援」についての問いには、市内日本語教室の案内、日常生

活（税金・医療・災害）の情報提供、日本の文化や習慣・ルールの学習、独自の日本語

教育や、相談窓口設置など、事業者がそれぞれ工夫して外国人支援を行っていること

がわかりました。 

   「外国人対応で行政に望むこと」についての問いには、日本語のスキル向上の機会

の充実、市ホームページや広報紙の多言語化、生活上の習慣・ルールが従業員の母国

語で書かれた冊子の発行等がありました。また、行政としてどのような支援があるの

かを教えて欲しいと言った声もあり、今後、事業者との連携の方法を工夫していく必

要があります。 

 

（４）アンケート結果のまとめ 

 

  〇 多くの人が本市に住む外国人が多くなったと感じているものの、外国人と直接的

な関わりがある人は多くないことがうかがえます。 

〇 本市で生活する外国人が増加・多様化することは、地域の多様性が進むなどを理

由に、望ましいと感じている日本人が多い一方、文化や習慣の違いから不安を感じて

いる人も少なくないことがうかがえます。 

〇 多文化共生のまち、外国人が暮らしやすいまちのため、望まれるものとしては、日

本語教室の充実、「やさしい日本語」等によるコミュニケーション支援・情報提供や、

交流の機会、相談支援、緊急時・災害時の支援等の充実が、外国人・日本人いずれか

らも多い結果となりました。 

〇 外国人に対する偏見・差別については、日本人も外国人も、あると感じている人が

少なくないことがわかりました。 

〇 外国人は困りごとや生活上の相談先として、行政より、身近にいる日本人に、必 

要な情報を聞いたり、相談したりすることが多いことがうかがえます。 
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〇 日本の文化・習慣等を知ることや、コミュニケーションや交流の機会を設けるこ

とについては、外国人と日本人いずれもが望ましいと感じていることがうかがえま

す。 

 

 

４ 多文化共生社会の実現に向けての課題 

 

  本市の多文化共生社会の実現に向けた課題として、本市が把握している外国人状況や、

アンケート結果などから、次のものが考えられます。 

 

 （１）差別・偏見の解消に向けた、継続的な人権啓発及び多文化共生意識の醸成 

   言葉、習慣等の違いによる差別・偏見を生まないための、異文化理解の促進 

 

（２）日本人とのコミュニケーションや生活情報等の入手の支援のための、日本語学習支

援の充実や、外国人にわかりやすい情報提供 

 

（３）外国人が日本人と同様に安全で安心して生活できるよう、相談支援や、行政サービ

スの提供、病気・災害時の備えなど、きめ細かな生活支援 

 

（４）外国人への日本の文化・習慣等の理解の促進と、日本人への多様な外国の文化・習 

慣等の理解の促進による、相互の異文化理解の促進 

 

（５）外国人を孤立させず、外国人と日本人との相互理解のための、外国人と日本人、外 

国人同士が定期的に交流できる機会づくりや、外国人の地域社会への参加の促進 

 

（６）増加・多様化する外国人への生活支援や、外国人と日本人とが相互に理解し合い、 

支え合って暮らせる多文化共生のまちづくりに欠かせない、市民による主体的な多

文化共生のための取組の促進 
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Ⅲ 指針の基本的な考え方 

 

１ 目標  ⇒ 多文化共生社会の実現 
 

 

 

 

 

 

 

国籍や民族の異なる市民が、互いにその文化的な違いを認め合い、互いの人権を尊重し

合いながら、対等な関係で地域社会やまちづくりに参加することができる、多様性が活か

された、豊かで活力ある多文化共生社会の実現を目指します。 

     

２ 基本的視点 

市が多文化共生を推進するに当たっては、次の４つの視点を基本とします。  

   

（１）人権の尊重 

在住、在勤、在学など本市で生活する人々は、国籍、民族にかかわらず、共に生きて

いく市民です。多文化共生の意識づくりを進め、外国人と日本人の相互理解を深め、ま

た、「伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針」(平成２２（２０１０）年１０月策

定)に基づき、偏見や差別を解消し、外国人の人権が保障され、誰も疎外されることの

ない、人権尊重のまちづくりを目指します。 

   

 （２）暮らしやすさの向上 

「やさしい日本語」の活用、ふりがなの使用、多言語によるわかりやすい情報提供

や、日本語学習の機会の提供など、コミュニケーション支援の充実に努めます。また、

外国人が日本人と同様に、市民として、誰一人取り残されず、安心して、生き生きと暮

らすことができるよう施策の推進に努めるとともに、外国人への具体的な対応やサー

ビス提供に当たっては、その文化や習慣の違いを踏まえた、きめ細かな配慮に努めま

す。 

 

（３）異なる文化の相互理解と尊重 

    市民が外国や日本の文化を相互に理解し、その文化や自他のアイデンティティを尊

重し、その違いを活かし合って、共に暮らせる、活力あるまちをつくるために、異なる

国や民族、その文化や生活習慣の理解の促進に努めます。 

 

 （４）人や地域社会との交流の促進 

   外国人の地域社会での孤立を防ぎ、国籍、民族の異なる市民同士の相互理解を進め 

  るため、外国人と日本人、外国人同士が日常生活の中で、顔の見える交流ができる機 

会づくりに努めます。 

  外国人も日本人と同様にまちづくりを担う市民であり、多様な市民のまちづくりへ

の参加が地域を活性化するものであることから、外国人の地域社会への参加の促進に

努めます。 
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Ⅳ 推進すべき施策の方向性 

 

１ 施策体系 

  本指針の目標を実現するために４つの基本的視点に基づき、施策の方向性とそれに基づ

く施策の枠組みを下記のとおり定めます。 

 

【基本的視点】     【施策の方向性】            【施策の枠組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暮らしやすさ 

の向上 

人権の尊重 
偏見・差別を解消するための人権啓発 

外国人に必要な情報提供の充実 

行政手続・相談支援の充実 

日本語学習支援の充実 

日本の文化・生活習慣等の理解促進 

災害への備え 

定期的な交流の機会づくり 

外国人児童生徒の支援体制の充実 

外国の文化・生活習慣等の理解促進 

「やさしい日本語」の普及啓発 

国際姉妹・友好都市との交流の促進 

異なる文化の 

相互理解と尊重 

 

人や地域社会と

の交流の促進 

健康で安心な生活を送るための支援 

多文化共生教育の推進 

人権の尊重、 

偏見・差別の解消 

 

地域の活動等への参加の促進 

顔の見える交流の促進 

わかりやすい情報提供、 

コミュニケーション支援 

異文化理解の向上 

多文化共生の意識づくり 

生活支援の充実 

 

地域社会とのつながり

支援 
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２ 施策の方向性と枠組み 

施策の方向性と枠組みの主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）基本的視点：人権の尊重  

 

① 人権の尊重、偏見・差別の解消 

  〇偏見・差別を解消するための人権啓発 

本市では、従前から、歴史的な経緯から生じる民族的な偏見や差別の解消を中心に、 

人権教育・啓発や、交流事業の実施等により、外国人の人権を尊重したまちづくり 

を進めてきました。しかし、今もなお、偏見や差別は解消されておらず、また、外国

人の増加・多様化に伴い、言葉や文化・生活習慣等の違いから、偏見や差別が生じて

いることがうかがわれます。国籍・民族に関わらず全ての外国人の人権が尊重される

よう更なる人権教育・啓発や交流等の取組を推進します。 

 

〇多文化共生の意識づくり 

国籍や民族、言葉、文化などの違いを超えて全ての人々が互いを認め合うことが 

    できる多文化共生の意識づくりに向けた啓発に努めます。 

  

（２）基本的視点：暮らしやすさの向上 

  

① わかりやすい情報提供、コミュニケーション支援 

〇外国人に必要な情報提供の充実 

    外国人が地域社会で生活する上で必要な行政情報・生活情報について、「やさしい 

日本語」の活用や、ふりがなの使用、多言語化など、情報の内容等に応じ、適切な 

   方法を用いて、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用を含め、多様な媒体による情報提供を 

推進します。 

 

〇日本語学習の充実 

    市民団体が開催する日本語教室と連携して、日本語の習得を希望する外国人に対 

する学習支援を充実します。 

 

〇「やさしい日本語」の普及啓発 

     外国人とのコミュニケーションに役立つ手法として、外国人への行政情報の提供 

    や窓口対応において、「やさしい日本語」を活用します。そのために、職員の「やさ 

    しい日本語」の知識向上を図ります。 

 また、市民に対し、身近な外国人とのコミュニケーションの手法として、「やさし 

い日本語」の周知啓発に努めます。 

② 生活支援の充実 
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〇行政手続・相談支援の充実 

  外国人が、円滑で正確な行政手続や、気軽に窓口で相談ができるよう、「やさしい

日本語」の活用のほか、通訳機器・通訳サービス等の適切な整備に努めます。 

多言語での対応を要する専門性の高い相談について、国、県等が設置している外

国人専用相談窓口の周知を図ります。 

 

〇災害への備え 

   防火・防災等の災害情報の提供について、「やさしい日本語」や多言語による、平 

時からの情報提供・周知に努めます。 

また、外国人の防災訓練等への参加の促進により、災害時の自助・共助の可能性を 

高め、外国人の安全確保と、円滑な避難生活を目指します。 

 

〇健康で安心な生活を送るための支援 

医療、救急、保健、福祉等の社会保障に関する制度やサービスについて、「やさし 

い日本語」や多言語による情報提供を推進するとともに、サービスの提供において

は、外国人の文化や習慣の違いに配慮した、きめ細やかな対応を行うように努めま

す。 

また、外国人の入居や就労について、不当な取扱いなどの差別を受けることがな 

いよう、事業者・市民に対しての啓発に努めます。 

 

〇外国人児童生徒の支援体制の充実 

     日本語理解が不十分な外国人児童生徒への支援として、適応指導や学習支援の充

実を図ります。 

また、外国人保護者に対し、就学・進学など日本の学校制度に関する情報をわかり

やすく提供するよう努めるとともに、外国人保護者の孤立を防止するため、学校と家

庭の連絡強化に努めます。 

 

（３）基本的視点：異なる文化の相互理解と尊重 

 

① 異文化理解の向上 

〇日本の文化・生活習慣等の理解促進 

外国人が日本で生活する上で必要となる日本の文化の紹介や、生活習慣・社会ルー

ル等を周知するなど、外国人の日本の文化等の理解の促進を図ります。 

 

〇外国の文化・生活習慣等の理解促進 

日本人が外国人と、互いに理解し合い、よりよく共生するため、外国の文化・生活 

習慣等の紹介等により、日本人の異文化理解力の向上を図ります。 

〇多文化共生教育の推進 
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児童生徒に対し、異文化への関心を高め、国際的な視野を育成する、多文化共生の

教育を推進します。  

 

〇国際姉妹・友好都市との交流の促進 

   ハッセルト市（ベルギー）及び佛山市（中国）との国際姉妹・友好都市提携を活か 

した交流のあり方を検討するとともに、交流を通して、市民や次代を担う子供たちの

国際理解の促進とグローバルな人材育成を行います。 

 

（４）基本的視点：人や地域社会との交流の促進 

 

   ① 顔の見える交流の促進 

   〇定期的な交流の機会づくり 

     外国人と日本人、外国人同士が、日常生活の中で気軽に交流できる機会を定期的 

に設けることにより、顔の見える交流を促進し、外国人の孤立を防ぎ、人とのつなが

りのある地域社会を目指します。 

 

② 地域社会とのつながり支援 

  〇地域の活動等への参加の促進 

外国人の地域の活動等への参加が促進され、地域社会とつながりを持てるよう支

援することにより、外国人が日本人と同様に地域社会の担い手として活躍でき、多様

性が生かされた活力ある地域社会づくりを目指します。 
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Ⅴ 多文化共生施策の推進体制等 

 

  多文化共生施策の推進に当たっては、次によるものとします。 

 

 １ 庁内推進体制 

 

   庁内の関係課による連絡調整の場を設け、多文化共生の考え方について共通認識を図 

るとともに、外国人に関する現状や課題を共有し、改善策の検討を行うことで、よりよい 

外国人支援の取組や、多文化共生のまちづくりを推進します。 

 

 

２ 市民、関係団体、事業者等との連携 

 

  多文化共生のまちづくりの推進は、行政だけでなく、市民や関係者の多文化共生の意 

識に基づく、主体的な行動、活動が重要となります。 

市は、施策を進めるに当たっては、外国人と関わりのある市民や、多文化共生・外国人 

支援・国際交流等の関係団体、外国人を雇用する事業者、地域の市民団体など、多様な 

主体との連携・協働に努めます。 

 

    


